
指定通所介護および介護予防・日常生活支援総合事業 

契約書別紙（兼重要事項説明書） 
 

あなた（利用者）に対するサービスの提供開始にあたり、東京都条例および介護予防・日常生活支援

事業実施要綱の規定に基づき、当事業者があなたに説明すべき重要事項は、次のとおりです。 

 

１．事業者（法人）の概要  

事業者（法人）の名称 株式会社 揚工舎 

主たる事務所の所在地 〒173-0004 東京都板橋区板橋１丁目１０番１４号 

代表者（職名・氏名） 代表取締役 伊藤 進 

設立年月日 平成 15年 6月 3日 

電話番号 03-5944-2680 

 

２．ご利用事業所の概要  

ご利用事業所の名称 デイサービス ヨウコー駒込 

サービスの種類 通所介護、介護予防・日常生活支援総合事業 

事業所の所在地 〒113-0021 東京都文京区本駒込 5丁目 32番 8号 

電話番号 03-5834-1620 

指定年月日・事業所番号 平成 18年 12月 1日指定   １３７０５０１７４２ 

管理者の氏名 田中 善隆 

指定通所介護の実施地域  文京区 豊島区 台東区 荒川区 北区 板橋区 

半径１０km以内を原則とする 

介護予防・日常生活支援総合

事業実施地域 

文京区 北区  

 

 

３．事業の目的と運営の方針  

事業の目的 

要介護、要支援または事業対象状態にある利用者が、その有する能力に応じ、可

能な限り居宅において自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持

または向上を目指し、生活の質の確保および向上を図るとともに、安心して日常

生活を過ごすことができるよう、居宅サービスまたは介護予防・日常生活支援総

合事業による通所型サービスを提供することを目的とします。 

運営の方針 

事業者は、利用者の心身の状況や家庭環境等を踏まえ、介護保険法その他関係法

令およびこの契約の定めに基づき、関係する区市町村や事業者、地域の保健・医

療・福祉サービス等と綿密な連携を図りながら、利用者の要介護状態等の軽減や

悪化の防止、もしくは要介護状態となることの予防のため、適切なサービスの提

供に努めます。 

 

  



４．提供するサービスの内容  

通所介護または介護予防・日常生活支援総合事業による通所型サービスは、事業者が設置する事業

所（デイサービス ヨウコー駒込）に通っていただき、送迎、入浴、排せつ、食事等の介護、生活等

に関する相談および助言、健康状態の確認やその他利用者に必要な日常生活上の世話、機能訓練お

よび生活相談を行うことにより、利用者の心身機能の維持並びに利用者の家族の身体的、精神的負

担軽減を図るサービスです。 

 

５．営業日時  

営業日 年中無休 

営業時間 午前８時３０分から午後５時３０分まで 

サービス提供時間 午前９時２０分から午後４時４０分まで 

 

６．事業所の職員体制  

 資格 常勤 非常勤 業務内容 計 

管理者 介護福祉士 1名（1） 名（ ） 管理・介護業務 1名（1） 

生活相談員 

介護福祉士 1名（ ） 1名（ ） 

相談・介護業務 

3名（2） 

社会福祉士 1名（1） 名（ ） 

社会福祉主事 名（ ） 名（ ） 

機能訓練指導員 看護師 名（ ） 4名（ ） 機能訓練指導 4名（ ） 

介護・ 

看護職員 

看護師 名（ ） 4名（ ）  4名（ ） 

介護福祉士 名（ ） 名（ ）  名（ ） 

初任者研修 3名（2） 5名（1）  8名（3） 

その他 名（ ） 名（ ）  名（ ） 

（ ）内は男性 

７．当施設の設備の概要  

定員 ２０名 

食堂兼機能訓練室 １室 

浴室 一般浴槽 

静養室 １室１床 

送迎車 ２台 

 

８．利用料  

あなたがサービスを利用した場合の「基本利用料」は以下のとおりであり、あなたからお支払 

いいただく「利用者負担金」は、原則として基本利用料の１割又は２割又は３割の額です。ただ 

し、介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合、超えた額の全額をご負担いた 

だきます。 

 

 

 



（１）通所介護の利用料  

【基本部分：通常規模型】 

 

（注１） 上記の基本利用料は、厚生労働大臣が告示で定める金額であり、これが改定された場合は、             

これら基本利用料も自動的に改訂されます。なお、その場合は、事前に新しい基本利用料を

書面でお知らせします。 

（注２） 介護保険給付の支給限度額を超えてサービスを利用する場合は、超えた額の全額をご負担  

いただくこととなりますのでご留意ください。     

  

 

  



【加算】以下の要件を満たす場合、上記の基本部分に以下の料金が加算されます。 

加算の種類 加算の算定要件 

加算額 

介護  

報酬額 

利用者負担額 

1割 2割 3割 

各種  

加算 

入浴介助加算（Ⅰ） 

厚生労働省の入浴の施設基準を満たし入浴中の利

用者の観察を含む介助を行う場合に算定 

・通所介護計画に基づき、入浴介助を行うこと 

・入浴介助に関わる職員に対し、入浴介助に関する

研修を行うこと 

436円/日 
44円 

/日 

88円 

/日 

131円

/日 

 

入浴介助加算（Ⅱ） 

入浴介助加算(Ⅰ)の要件に加えて、①医師等が利

用者の居宅を訪問し浴室での利用者の動作及び浴

室の環境を評価し、②利用者の居宅の浴室の環境

等を踏まえた個別の入浴計画を作成し③入浴計画

に基づき個浴その他の利用者の居宅の状況に近い

環境にて入浴介助を行う。 

599円/日 
60円 

/日 

120円 

/日 

180円

/日 

 

 

処遇

改善

加算 

介護職員等     

処遇改善加算Ⅱ 
当該加算の算定要件を満たす場合※（注３）  （注４）  

左記額の１割又は２割 

又は３割 
 

 

 

（注３） 当該加算は区分支給限度額の算定対象からは除かれます。 

（注４） 基本報酬に各種加算を加えた総単位数に、事業年ごとの加算率を乗じた単位数より算定

します。今年度は 9.0％ 

法定代理受領の場合は、上記金額の 1割又は 2割又は 3割（ただし、利用者負担の減免、公費負担

がある場合等は、その負担率による）となります。       

 

（２）介護予防・日常生活支援総合事業における、各区独自基準サービスの利用料 

   ※別添 区基準サービス表を参照ください。 

             

（３）その他の費用 

食 費 食事の提供を受けた場合、１回につき７００円（全額自己負担） 

おやつ おやつの提供を受けた場合、１回につき１００円（全額自己負担） 

おむつ代 
おむつの提供を受けた場合、パンツタイプ １枚２００円（全額自己負担） 
             フラットタイプ１枚１５０円 (全額自己負担) 

その他 
上記以外の日常生活において通常必要となる経費であって、利用者負担が適当と認めら
れるもの（利用者の希望によって提供する日常生活上必要な身の回り品など）について、
費用の実費をいただきます。レクリエーションにかかる費用は自己負担となります。 

 

（４）キャンセル料  

利用予定日の直前にサービス提供をキャンセルした場合は、以下のとおりキャンセル料をいただき

ます。予防通所介護又は介護予防・日常生活支援をご利用の方については、昼食費及びおやつ代をご

負担いただきます。 



キャンセルの時期 キャンセル料 

利用予定日の前日１７時迄 なし 

利用予定日の前日１７時以降 ご利用予定介護報酬額の１割の額 

 

（５）支払い方法  

上記（１）から（４）までの利用料（利用者負担分の金額）は、１ヶ月ごとにまとめて請求しますの

で、次のいずれかの方法によりお支払いください。なお、利用者負担金の受領に関わる領収証等につ

いては、利用者負担金の支払いを受けた後、翌月に請求書とともに差し上げます。 

支払い方法 支払い要件等 

口座引き落とし 
サービスを利用した月の翌月の２７日（祝休日の場合は直後の平日）に、

あなたが指定する口座より引き落とします。 

銀行振り込み 原則として口座引落方式ですので、ご相談下さい 

現金払い 原則として口座引落方式ですので、ご相談下さい 

 

９．緊急時における対応方法  

サービス提供中に利用者の体調や容体の急変、その他の緊急事態が生じたときは、速やかに下記の

主治医および家族等へ連絡を行う等、必要な措置を講じます。 

主治医 

病院または診療所名  

医師名  

住所  

電話番号  

緊急連絡先 

氏名  

住所  

電話番号  

続柄  

 

１０．事故発生時の対応  

サービスの提供により事故が発生した場合は、速やかに利用者の家族、主治の医師、担当の介護支援

専門員（または地域包括支援センター）および区市町村等へ連絡を行うとともに、必要な措置を講じ

ます。 

 

１１．非常災害対策  

事業者は、当事業所の所在する地域の環境および利用者の特性に応じて、事象別の非常災害に関す

る具体的計画として災害時対応マニュアルを策定しております。 

 

 

 



１２．苦情相談窓口  

（１）サービス提供に関する苦情や相談は、当事業所の下記の窓口でお受けします。 

事業所相談窓口 
電話番号 ０３－５９４４－２６８０ 

担当者名 若尾 合気 

（２）サービス提供に関する苦情や相談は、下記の機関にも申し立てることができます。 

苦情受付機関 

東京都国民健康保険団体連合会 電 話 ０３－６２３８－０１７７ 

文京区 介護保険課  

介護保険相談係 
電 話 ０３－５８０３－１３８３ 

豊島区 介護保険課 

相談グループ 
電 話 ０３－３９８１－１３１８ 

北区 介護保険課 

給付調整係 
電 話 ０３－３９０８－１２８０ 

 

１３．サービスの利用にあたっての留意事項  

サービスのご利用にあたってご留意いただきたいことは、以下のとおりです。 

（１）体調の確認は当日起床時にご確認下さい。 

（２）風邪、病気の際はサービスの提供をお断りすることがあります。 

（３）サービスの利用中に気分が悪くなったときは、すぐに従業者にお申し出ください。 

（４）複数の利用者の方々が同時にサービスを利用するため、周りの方のご迷惑にならないようお 

願いします。 

（５）体調や容体の急変などによりサービスを利用できなくなったときは、できる限り早めに担当

の介護支援専門員（または地域包括支援センター）または当事業所の担当者へご連絡ください。 

（６）送迎については基本的にお客様の自宅から自宅までとしますが、やむを得ない状況等の場合 

は職員同行の上安全な場所まで移動していただきます。 

（７）送迎時間はお客様と相談の上、決めて参ります。出来る限りお客様の希望に沿うようにいたし 

ますが、事情（配車、天候、事故、交通渋滞など）により異なる場合もあります。その際は予め 

ご連絡いたします。また、お客様の都合による時間変更の際もご連絡下さい。 

（８）下記の行為は、ハラスメントに該当する可能性があり、 サービスを中止させていただくこと 

がありますので、ご理解・ご了承ください。 

①暴力又は乱暴な言動、無理な要求 ・物を投げつける ・刃物を向ける、服を引きちぎる、手を払

いのける ・怒鳴る、奇声、大声を発する ・対象範囲外のサービスの強要  

②セクシュアルハラスメント ・介護従事者の体を触る、手を握る ・腕を引っ張り抱きしめる ・

ヌード写真を見せる ・性的な話し卑猥な言動をする など  

③その他 ・介護従事者の自宅の住所や電話番号を聞く ・ストーカー行為 など 

 

１４.衛生管理及び通所介護従業者の健康管理等 

１. 事業所は、利用者の使用する施設、食器その他の設備又は飲用に供する水について、衛生的な管 

理に努めるとともに、衛生上必要な措置を講ずるものとする。 

２. 事業所は、事業所において感染症が発生し、又はまん延しないように次の各号に掲げる措置を講 



じるものとする。  

① 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装

置等を活用して行うことができるものとする。）をおおむね６月に１回以上開催するとともに、

その結果について、従業者に周知徹底を図る。 

② 事業所における感染症の予防及びまん延の防止のための指針を整備する。 

③ 事業に使用する備品等は清潔に保持し、定期的な消毒を施すなど常に衛生管理に十分留意する

ものとする。 

３. 通所介護従業者に対し感染症等に関する基礎知識の習得に努めるとともに、年１回以上の健康診 

断を受診させるものとする。 

 

１５.虐待の防止 

１.事業所は利用者の人権の擁護、虐待の発生又はその再発を防止するため次の措置を講ずるものとする。 

２.虐待防止のための対策を検討する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとす

る。）を定期的に開催するとともに、その結果について従業者に周知徹底を図る 

３.虐待防止のための指針の整備 

４.虐待を防止するための定期的な研修の実施  

５.前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者の設置  責任者 「管 理 者 田中 善隆」  

 

１６.身体拘束の防止  

（１）サービスの提供に当たっては、利用者又は他の利用者の生命又は身体を保護するため緊 急

やむを得ない場合を除き、身体拘束その他利用者の行動を制限する行為（以下「身体 拘束

等」という。）と行いません。  

（２）やむを得ず身体拘束等を行う場合には、その様態及び時間、その際の利用者の心身の状況並 

び緊急やむを得ない理由その他必要な事項を記録するものとします。 

 

１７.業務継続計画の策定等 

１.事業所は、感染症や非常災害の発生時において、利用者に対する指定通所介護及び総合事業提 

供を継続的に実施するための、及び非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以「業

務継続計画」という。）を策定し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じるものとする。  

２.事業所は、従業者に対し、業務継続計画について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定 

期的に実施するものとする。  

３.事業所は、定期的に業務継続計画の見直しを行い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うも 

のとする。 

 

１８.提供するサービスの第三者評価について  

実施の有無 無 

実施した直近の年月日  

実施した評価機関の名称  

評価結果の開示状況  

 



事業者は、利用者へのサービス提供開始にあたり、上記のとおり重要事項を説明しました。 

 

令和  年  月  日 

 

事 業 者     名 称  株式会社揚工舎 

                        デイサービス ヨウコー駒込 

所在地 東京都文京区本駒込 5-32-8 

代表者 代表取締役 伊藤 進  

 

説明者 

氏 名                    印 

 

私は、事業者より上記の重要事項について説明を受け、同意しました。また、この文書が契約書の別

紙（一部）となることについても同意します。 

 

            利 用 者    住 所 

 

氏 名                    印 

 

家族代表者  住 所 

 

本人との続柄 

氏 名                                       印 

 

代 理 人 利用者は、心身の状況等により署名ができないため、利用者本 

人の意思を確認のうえ、署名を代筆します。 

  

住 所 

 

                                   氏 名                                      印 

 

  立 会 人    住 所 

 

氏 名                                      印 

 


